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欧州のエコ・ラベリングシステム

欧州では、環境政策が最重要課題のひとつと位置付けられており、環境に関する制度が

次々に導入されている。EUの環境政策については本紙７月号でご紹介したが、その中で

簡単に触れた欧州のエコラベリングについて、本号では紹介する。

本レポートは、欧州において定着している代表的な４つのエコラベリングとEMASと呼

ばれる環境監査のスキーム（注１）について、これらの活動範囲、管理方法とそのインパクト

について概要と最近の動向をジェトロ・ジュネーブ事務所がとりまとめたものである。

なお、今回の調査では、極力、具体的に対象製品数や実際にラベルを添付している製品

数を把握するよう努めたが、分野の区切り方、モデルのカウントの仕方などが不明確、か

つ、不統一であることから、推定値が多くなっていることをご容赦願いたい。

ジュネーブ事務所
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１．エコ・ラベルとは

（1）エコ・ラベルとはなにか

エコ・ラベルとは、基本的に個別製品に焦

点を当て、その製品が環境保全の要求事項に

適合しているがどうかをラベル表示すること

により、明確化するものである。EUの場合、

エコ・ラベルという用語はある製品（例：洗

剤、衣類、コンピュータなど）がどれだけ環

境に優しいかという度合いを評価し、定義さ

れた基準を満たす製品に対して特別なラベル

を表示することを認めるスキームのことを指

している。

欧州のエコ・ラベル制度は、当該制度を運

営している機関が要求事項を定めており、

ISOやDIN、BSIといった国際・国家規格と

の明確なリンケージはない。ただし、これら

国家規格を参考として使用することは多い。

また、政府が関与することがあっても、エ

コ・ラベルは、基本的に任意の制度である。

今回、取り上げた４つの環境ラベル制度も日

本に存在する環境ラベル同様、全て任意のも

（注１）EUでは、エコラベルの表示基準は製品別に特定されており、既に認知されている規格を参照するもの
と参照しないものとがあるが、ISO14000とは別の基準である。エコ・オーディットという用語は、定義
された場所または定義された組織内における管理が環境に優しいかという度合いを評価するスキームのこ
とを言う。この種の主な欧州のスキームはISO14000と密接に関連している。



のである。

産業界や一般消費者の間でエコ・ラベルが

どの程度認知されているかは、国によって大

きく異なる。今後、エコ・ラベル･スキーム

の導入が環境問題に対する消費者の意識を高

めることに貢献し、またその意識の反映がス

キームをより完成度の高いものへと導いてい

くことが期待される。エコ・ラベルに関する

産業界の反応には幅があり、その関心度は全

般的に低いのが現状であるが、環境問題に対

する世論の懸念が大きくなるほど、企業がそ

の懸念に理解を示す手段の１つとして、エ

コ・ラベルについて言及する可能性も高ま

るだろう。

（2）エコ・ラベルの表示基準

エコラベリングは前述のとおり、製品に焦

点をあてたものである（注２）。すなわち、定義

された環境（この用語は、自然環境および／

または職場環境を含み得る）への優しさ要件

を満たしていることを表すラベルは個々の製

品に付けられる。

要件は製品または製品グループ（例：繊維、

コンピュータ）別に特定されており、同じ分

野の他製品より環境面で優れていると限られ

た比率の製品を識別することを目的としてい

る。要件は、スキームを提供している機関に

よって定義されるが、（例えば、製品あたり

のエネルギー消費量を計測するためなど）

ISOタイプの規格が参考とされることはある

ものの、これらの要件を定義する国際規格は

ない。

エコラベリングは継続的に改善されていく

べきものであり、パフォーマンスの水準が高

まることが望ましい。つまり、ある分野の製

品に対してエコ・ラベルを認めるかどうかの

基準は時の経過と共に変化する。その前提に

あるのは、ある分野における全ての製品の環

境への優しさの度合いは時が経つにつれて改

善し、環境面でベストな製品を識別する敷居

も高めなければならない、という考え方であ

る。基準は頻繁に見直され、その頻度は高い

場合では３年毎の場合もある。一方、環境監

査の場合、規格の実施の基準として環境パフ

ォーマンスの継続的改善の証が基本原則とし

て要求されている。

政府はエコラベル・スキームを法的に義務

化してはいないものの、政府の関与は高い。

しかし、エコ・ラベルは、基本的に任意の制

度である。エコ・ラベルの目的が、他の製品

との差別化にあることから、当然ながらその

要求基準が高いものとなり、全ての製品に遵

守を義務付ける強制の制度とはなじまないた

めである。また、技術水準の進歩に伴い、表

示すべき製品のレベルもどんどん向上するこ

とから、強制法規にはなじまないという理由

もあるものと考えられる。

２．４つの主要スキーム

本報告書では、欧州のエコ・ラベル･スキ

ームのうち特に普及度の高い４つのスキーム

について検討した。TCOを除く各スキーム

では１つのマークを全てのスキーム対象分野

で利用している。TCOの場合は、製品また

は分野別のマークが使われている。

（1）種類

①　EUのエコ・ラベル

21分野（例：コンピュータ、繊維、塗料）

で利用可能。350製品にラベルが付されている。

②　TCO99およびTCO01

TCO99はコンピュータおよび周辺機器

（例：キーボード、モニタ、プリンタ、コピ
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（注２）製造品にではなく、工場や組織の環境マネージメントに焦点をあてる環境監査スキームやEMS
（Environmental Management Systems）と異なる。



ー機）で利用可能。2,500～3,000種のディス

プレー機器（モニタ）にラベルが付されてい

るが、他製品でラベルの付されているものは

ほとんどない。なお、携帯電話についてのみ

利用されるTCO01は発表されたばかりでま

だ普及していない。

③　ノルディック・スワン

最高60の製品カテゴリー（例：紙、IT製品、

化学薬品）で利用可能。推定3,000～１万種

の製品をカバーする1,150件の「ライセンス」

（正確な統計はない）がある。スキームの主

な地域はスカンジナビア諸国。

④　ブルーエンジェル

10分野（例：紙・電気製品・建設資材・衛

生用品など）で利用可能。現在3,790の製品

についてラベルの利用が認められている

（1997年の4,400から減少）。スキームの主な

地域はドイツ。

（2）４つのスキームの比較

①　普及度

４つのスキームのうち、ノルディック・ス

ワンを除く３つが現在1,000件以上のライセ

ンスまたは認可を付与している。ノルディ

ック・スワンに関する正確な統計は存在し

ない。

a）EUのエコラベル・スキーム→10年の運

用期間でラベル認定製品数350件。

b）スウェーデンのTCOスキーム認定製品

数→2,500～3,000件（現在のライセンス

数は1,500件）

c）ノルディック・スワン、運営のみによ

る見積り認定製品数→3,000～１万件

d）ドイツのブルーエンジェルのエコ・ラ

ベル認定製品数→3,790件

②　対象分野

a）EUのエコ・ラベルは、現在21分野を対

象としており、今後分野の拡大を予定

している。EUのエコ・ラベルは、電気

製品と非電気製品の両方を対象として

おり、電気製品の例としては、パソコ

ン、ノート型パソコン、テレビ、冷蔵

庫、洗濯機、食器洗い機があり、非電

気製品の例としては、繊維および紙製

品、洗剤、土壌改良剤、塗料および靴

製品がある。このように広範囲に及ん

でいることを考えると、上述の４スキ

ームの中でEUエコラベルの利用度や登

録数が最も低いのは特筆すべきである。

b）ノルディック・スワンもまた電気製品

と非電気製品の双方を含む約60製品カ

テゴリーを対象としており、対象範囲

が広い。対象製品に含まれるものとし

ては、（非電気製品としては）繊維、事

務製品、紙製品、梱包用品、印刷紙、

ティッシュペーパー、おむつなどがあ

り、電気製品としては、コピー機、プ

リンタ、ファックス機、冷蔵庫、洗濯

機、食器洗い機がある。

c）ブルーエンジェルは繊維を対象外とし

ており、電気製品（ノート型パソコン

を含むコンピュータ、プリンタ、ファ

ックス機、TV、コピー機、冷蔵庫およ

び洗濯機）および非電気製品を対象と

している。ブルーエンジェルの運営機

関は、今後携帯電話を対象に含めるこ

とを検討している。しかし、登録数と

いう点では非電気製品である３分野

（再生紙、塗料、絨毯）が登録数全体の

３分の１を占めている。

d）TCOはオフィス機器に焦点をあててい

る。TCOは世界的な評価を得ているが

そのほとんどは、コンピュータ・モニ

タという単一製品分野において築かれ

てきた。推定では世界中のモニタの

50%がTCOラベルを表示している。今

日TCOはその他の分野ではほとんど利
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用されていないが、ドイツのブルーエ

ンジェル・スキームと同様に、携帯電

話向けのエコ・ラベルの導入が検討さ

れている。

③　普及とその傾向

エコ・ラベルがどの程度、市場に普及して

いるか、具体的な数字を提示することの難し

さは、例えば複数の色がある紙製品をどのよ

うに数えるか、すなわち同じ製品に黄色と赤

がある場合、黄色と赤を別製品として２つと

数えるか、それとも１つの製品として数える

のか、という問題がある。また、エコ・ラベ

ルのついた製品数を数える代わりに、エコ・

ラベル運営機関の従業員数やスキーム参加企

業数の伸びや市場浸透度に関するデータを提

示することもある。つまり、全てのスキーム

が全ての分野について統一的に使用している

データは見当らないと思われる。

上記をふまえて、傾向について以下のよう

な結論を導きだすことができる。

a）90年代において国際的に目を見張る成長

を遂げたのはTCOのみとみられる。TCO

は、当時爆発的な成長を遂げていた量販

製品（特にコンピュータのモニタ）に焦

点をあてた全く新しいスキームを導入し

た。TCOのコンピュータ・モニタ向けの

スキームは広く環境へのインパクトを考

慮したものであった。世論の関心が高い

特定の懸案（放射物の人体への影響）に

力を入れることで、国際市場において確

実に普及率を拡大し、現在では全てのモ

ニタの50%がTCOマークを表示している

と推定されている。

b）ノルディック・スワンもまた著しい成長

を遂げたが、地理的にはスカンジナビア

諸国にほぼ限定されている。このスキー

ムは90年代前半から成長がみられた。93

年にはゼロであったスキームの登録企業

数が2002年までに600社に増え、高い成長

率はマーク自体の高い認知度によっても

確認することができる。しかし、最近に

なって、大手サプライヤーは、環境上の

信用度を示す手段として、別のEMSコン

セプト（特にISO14000認証）を採用し、

ノルディック・スワンを中止する傾向に

ある。

c）EUのエコラベル・スキームについては、

成長率が増加しても、そのもととなる数

字が小さいため、市場に与えるインパク

トはほとんどない。92年の導入から10年

間を経たものの、多分野スキームである

ブルーエンジェルまたはノルディック・

スワンの登録数のわずか約10%しか達成

していない。

d）このグループで最古のスキームであるブ

ルーエンジェル（1970年代後半に導入）

は、成長傾向という点では中間に位置し

ている。90年代の成長は限られたもので、

過去数年は減少傾向にさえある（97年に

4,400だったライセンス数は今日では3,790

に減少）。

④　法的基盤とガバナンス

法的基盤とガバナンスという点では、本書

で検討された４つのスキームには幅があり、

スキームの運営が正式な法律、規則などの制

定法によるものであるかどうか、また、ある

一国の管理下にあるか、それとも複数の国家

グループによる超国家的な管理に服している

か、に大別される。

正式な法律への関連性については、次のよ

うな違いがある。

a）EUのエコラベル・スキームは、運営手順

が正式な法律により定義されている。

b）TCOスキームは、政府の管理から完全に

独立した組織によって運営されており、

政府との関係は協議や任意協力に限られ

ている。

c）その他２つのスキームは中間に位置し、

JETRO ユーロトレンド　2003.9 5



政府の著しい関与はあるものの、スキー

ムの導入根拠として実際に法律があるわ

けではない。ブルーエンジェルは有効な

省令の枠組み内で運営されており、日々

の業務の重要部分は連邦政府機関によっ

て直接管理されている。

d）ノルディック・スワンの場合、最終管

理権限は北欧諸国（スカンジナビア諸

国）の閣僚理事会に属している。

一方、スキームが一国家の管理下であるか、

あるいは超国家グループの管理下であるかに

ついては、ブルーエンジェルとTCOは、独

占的にそれぞれドイツ、スウェーデンの管理

下にあり、両者とも他国の関与を歓迎してい

る。EU のエコ・ラベルとノルディック・ス

ワンは超国家組織によって運営されている。

前者の場合はEU 自体、そして後者の場合は

北欧理事会（全スカンジナビア諸国によって

構成されるグループ）である。

⑤　資金調達

本報告書でとりあげているスキームで、エ

コラベリング・システムとしての全体的な財

務情報を公表しているものはなく、資金調達

の問題は複雑かつ微妙な問題である。政府に

よる資金援助は、中程度のものから高い水準

のものまでスキーム毎に異なる。

a）完全な経済的自立を保っているのは

TCOスキームで、全コストがライセン

ス収入によって賄われている。

b）複雑かつ費用のかかる運営構造をとっ

ているのがEUのエコ・ラベルで、登録

数が低いためEUの関係当局、または各

加盟国からの資金以外の収益源はほと

んどない。

c）ブルーエンジェルは、ドイツ政府が全

面的に資金を負担している部分とライ

センス収入により賄われている部分の

二つに予算が分かれている。

d）ノルディック・スワンは現在政府から

の資金援助（１国の総費用の５%）を

多少受けながらも、ほぼ完全に経済的

に自立しているが、様々な作業グルー

プや委員会のメンバーからの無料奉仕

に依存している。

３．４つのスキームの詳細

（1）EUのエコ・ラベル

http://europa.eu.int/comm/environment/ecolabel

本調査の対象となっているスキームのうち

EU当局自体によって運営管理されているの

は、このスキームのみである。92年に初めて

導入され、2000年に修正されたこのスキーム

はEUの環境政策における重要な要素として

常に位置付けられてきた。

エコ・ラベルは、導入以来、徐々に拡大し

てきたが、現在のところ多くのユーザーを引

き付けられずにいる。その理由としては、こ

の種の環境問題の優先度について欧州として

のコンセンサスがまだ形成されていないこと

が挙げられる。また、例えば京都議定書や排

水に関する環境規制などの環境プログラムに

ついて政府レベルでコンセンサスを達成する

ことができるものの、消費者レベルでの環境

問題への意識はEU諸国によって大きな差が

ある。

a）範囲、規模および対象分野

現在21分野が対象となっており、対象分野

は増加する予定である。その意味で、EUの

エコ・ラベルの対象範囲分野は広い。エコ・

ラベルは電気製品と非電気製品の両方を対象

としている。電気製品の例としては、コンピ

ュータ、テレビ、冷蔵庫、洗濯機、食器洗い

機があり、非電気製品の例としては、繊維お

よび紙製品、洗剤、土壌改良剤、塗料および

JETRO ユーロトレンド　2003.96

1



靴製品がある。

しかし導入10周年を迎えても、登録数は低

水準にとどまっている（最近の記録では登録

数は約350）。欧州委員会はエコ・ラベルの普

及拡大を狙って、新たな方針を策定しており、

その中には広告宣伝活動の強化やEU内のよ

り強力な国家スキームがEUのエコラベル・

スキームと競合するのを阻止する新たな方策

も含まれている。現段階でこの新たな施策が

成功するかどうかを判断するのは時期尚早で

ある。

b）法的基盤とガバナンス

本報告書で検討しているスキームの中で、

原則や主な運営メカニズムが法律で規定され

ているものはEUのエコ・ラベルのみで、閣僚

理事会規則（レギュレーション）1980/2000

OJ L237 21.9.2000で規定されている。EUの

立法制度では、このような『規則（レギュレ

ーション）』は各EU加盟国で直接適用されな

ければならない。

同規則の主な特徴は次のとおりである。

・予防原則と持続可能な発展の目標を中

心としたEUの環境政策を尊重する一般

的義務がある（第1.4条）。

・この義務を支えるものとして義務目標

が第2.2条で設定されている。EUにおけ

る意義のある総売上、このスキームを通

じて最適化することのできる意義のある

環境上のインパクト、エコラベル・スキ

ームによる製品の差別化を通じて消費者

の選択に大きな影響を与えること、につ

いて定められている。

・この規則によって、スキームの日々の

業務に重要な役割を果たす以下の４つの

機関が定められている。これら４つの管

理機関の詳細情報は、

http://europa.eu.int/comm/environment/

ecolabel/background/pm_eueb.htm

で入手することができる。

－欧州委員会

－EUエコラベリング理事会（EUEB）

－いわゆる規制委員会

－諮問フォーラム

・上記の他２つの機関（欧州議会および

閣僚理事会）が関与する場合もあるが、

上記４機関間に意見の違いがある場合に

限られる。

・欧州委員会は法律そのものを作成、提

案し、法律の条文や法的資源への変更を

提案する権限を有する。

・EUEBは中央的運営機関で、加盟国と

諮問フォーラムの代表者で構成されてい

る。EUEBの役割は規則の前文第14項で

定められている。

・本スキームを効率的かつ中立的に実施

するためには、エコ・ラベルの基準の設

定、見直し及び評価検証要件に関する業

務を適切な機関、すなわちEUEB（EU

エコラベリング理事会）に委託する必要

がある。EUEBは規則（EEC）No

880/92の第９条の下で加盟国により既に

指定された権限機関並びに全ての利害関

係当事者の均衡参加を確保すべき諮問フ

ォーラムによって構成されるべきであ

る。EUEBの議長は、EU理事会の議長

国が務めている。事務局は欧州委員会内

に置かれる。

・欧州委員会は、EUEBの活動において、

各製品で中小企業、職業組合、労働組合、

貿易業者、小売業者、輸入業者、環境保

護団体や消費者団体を含む業界やサービ

ス提供者など全ての利害関係当事者が均

等に参加できる機会を確保する（第15

条）。EUEBの手順規則は規制委員会と

の協議により欧州委員会が定める（第13

条）。

また、EUEB権限の下に３つの管理グルー

プが設置されている。これらのグループにつ
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いての情報は下記のウェブサイトから入手す

ることができる。

http://europa.eu.int/comm/environment/ecolabel

/background/pm_managementgroups.htm

－政策管理グループ　

－協力調整管理グループ（このグループ

には、国家エコラベル・スキームの運

営機関の参加が呼びかけられている）

－マーケティング管理グループ

・規制委員会（第17条）は委員会を補佐し、

自らの手順規則を定める。規制委員会の構

成は詳細事項を定める別の文書（決定

1999/468 OJ L184 17.7.1999）で定められて

いる。

・諮問フォーラムは次のグループの代表者

で構成される。リストは、

http://europa.eu.int/comm/environment/

ecolabel/consultantforum.htm

で閲覧することができる。

－雇用者連盟（UNICE）

－零細企業雇用者連盟（UEAPME）

－小売業者連盟（Eurocommerce）

－環境NGO（EEB、詳細はwww.eeb.org

を参照）

－欧州連盟を通じた消費者団体（BEUC）

－労働組合連盟（ETUC）

このかなり複雑な体制は次のように作用す

る。

・EUEBまたは欧州委員会は、ある製品グ

ループについて基準作成のための手順の設

定を要請することができる（第6.2条）。

実際の基準草案はEUEBの監督の下で作成さ

れる（第6.3条）。

・草案はまず欧州委員会で可決されなけれ

ばならず、欧州委員会はこれを規制委員会

に提出するか否かを決定する。

・各製品グループの基準の承認決定並びに

その有効期間は、EUEBとの協議の後、規

制委員会が定める（第6.1条で定められて

いる手順）。

ｃ）資金調達

EUのエコ・ラベルの申請手数料は300ユー

ロから1,000ユーロと幅がある。年間手数料

は１製品につき最低額を500ユーロ、最高額

を２万5,000ユーロとした売上高の0.15%であ

る。零細企業については若干の割引が適用さ

れている。

登録数が低いため、スキームにはEU当局

や各加盟国からの資金援助を除く収益源はほ

とんどない。

しかし、EUのエコ・ラベルは汎欧州的性

質を帯びているため、基準の選別や申請の評

価といった基本的費用のみならず、各国の代

表組織や国際委員会などの多国間体制をとる

ために必要な費用も援助しなければならな

い。資金は、例えば中枢的な事務費や対象分

野および基準に関する外部研究費を支払って

いる欧州委員会、または国内代表組織を管理

するEU加盟国によって負担されている。

（2）ブルーエンジェル

www.blauer-engel.de（メインのウェブサ

イト。一般公衆や産業界向けにスキームに関

するデータ公表）

www.umweltbundesamt.de（ドイツ連邦

環境庁-UBA-のウェブサイト。UBAはロゴと

スキームの最終管理権限を持つ）

www.ral.de（スキームの下で全ての申請の

評価とライセンスの発行を担当している独立

非営利機関であるRALのウェブサイト）

（ブルーエンジェルの名称についての注記：

ドイツ語ではこの名称は文法構造によって、

Blaue Engelと綴られたりBlauer Engelと綴

られたりする。例えば、次のメインのウェブ

サイトでは後者の綴りが採用されている。こ
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の２つの間に意味の違いはない）

ブルーエンジェルを表すこのスキームのロ

ゴは、もともとは国連の所有財産であった。

70年代に国連はドイツ政府に対してこのロゴ

を環境ラベルの目的で独占的に使用する権限

を与えた。ブルーエンジェルの最初のライセ

ンスは塗料およびワニスの分野で77年に付与

された。現在はロゴと国連の間に何ら組織的

関係は存在していない。

現在、ロゴはブルーエンジェル・スキーム

の専用となっており、最終的にはドイツ政府

が管理している。スキームの運営については、

ドイツ内の2つの組織が中心的役割を担って

いる。

－ドイツ連邦環境庁（Umweltbundesamt、

以下UBA）

ドイツ連邦政府機関であるベルリンの

UBAはマークおよびその使用について

最終管理権を有している。UBAは対象

分野および各分野におけるラベルの付与

基準を決定する。これらの業務の遂行に

あたって、UBAは社会の様々なグルー

プで構成され独立性が期待されているい

わゆる環境陪審団を利用する。環境陪審

団は全面的にドイツ政府の資金援助を受

けている。UBAのホームページやその

他の場所にこのロゴが表示されているこ

とから、UBAにとってのブルーエンジ

ェルの重要性をうかがい知ることができ

る。このロゴはドイツ政府の環境への関

心度を示すサインとして常時利用されて

いる。

－RAL（注３）

ボン近郊のザンクト・アウグスティン

に所在する独立した非営利の非政府団

体。RALは個々の製品にブルーエンジェ

ルを付与し、ブルーエンジェル・スキー

ムの運営のバックアップ業務を遂行する

独占的権利を有している。RALは、具体

的に基準をどのように適用するかまたは

評価するか（例えば、自己適合宣言を認

めるか、それとも特定の第三者によるテ

スト報告書が必要か）を決定し、申請の

評価を行い、申請の認定または却下を行

う。UBAと同様に、RALもまた独立し

た専門家による業務支援を受けている。

RALは政府からの資金援助を受けておら

ず、運営費はラベル使用権の付与手数料

とライセンス料により賄われている。

a）範囲、規模および対象分野

ブルーエンジェルは、電気製品および非電

気製品の両方を対象に、約60種3,790件のラ

イセンスを交付している。ノルディック・ス

ワンやEUのエコ・ラベルと異なり、繊維を

対象としていない。これはおそらく、この分

野ではドイツで既に安全に焦点をあてた主要

なマーキングシステムが存在していることが

理由の１つであろう。ブルーエンジェルは、

電気製品の分野では、ノート型パソコンを含

むコンピュータ、プリンタ、ファックス機、

TV、コピー機、冷蔵庫および洗濯機を対象

としている。運営機関は、携帯電話を対象に

含めることを検討している。しかし、登録数

という点では電気製品は主要分野ではない。

現在ブルーエンジェルが最も広く利用されて

いる３分野は、再生紙、塗料、絨毯であり、

これら３分野をあわせた登録数は全体の３分

の１を占める。

b）法的基盤とガバナンス

EUのエコラベル・スキームと異なり、ス

キームの範囲や運営手順を定める正式な規則

や法律は存在しないが、基本的な文書や手順
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がいくつか存在する。

出発点は、UBAの純粋な内部文書で、こ

れは要請により一般公衆が入手することがで

きる。この文書「エコ・ラベルの付与とエ

コ・ラベル陪審団の運営手順の大原則」の最

新版は2002年５月のものである。

この文書は要請により一般公衆が入手する

ことが可能であるが、ドイツ語のみであり、

また電子ファイルはない。この文書は一度も

正式に公表されておらず、その法的な位置は

不明であるが、実務面で省令の一種として取

り扱われているようである。

この文書の主な特徴は次のとおりである。

・所有権：ブルーエンジェルの所有権が

UBAに属することが定められている。

事務局：UBAをスキームの運営事務局

と指定している。

最終意思決定機関：スキームに追加する

分野およびそれらの分野で適用される基

準を承認する意思決定機関はエコ・ラベ

ル陪審団（Jury Umweltzeichen）であ

ると定めている。また、陪審団の規模と

任命にあたっての原則についても定めて

おり、陪審団は適切な社会グループ全て

を代表する最高15人の個人によって構成

されなければならないとしている。陪審

員は連邦環境省が提案し、ドイツ各州の

環境大臣の承認を受けなければならな

い。陪審員は所属政治機関に関係なく選

別されなければならず、報酬は支払われ

ない。

・中間見直し機関：事務局は、エコ・ラ

ベルの新しい基準を上記の意思決定機

関に提案するに先立ち、これを最高３

人からなる専門家委員会による検討に

付さなければならない。この専門家委

員会は、案件毎に個別に構成され、①

ドイツの主要な産業連盟、②ドイツの

消費者団体連盟（ドイツの消費者団体

連盟の任命は、更に、任意の環境団体、

ドイツの中心的な消費者団体、また適

切な場合には労働組合から任意の形で

承認を受けなければならない）および

③UBA（UBAが希望する場合は第３

の専門家を加えることができる）の３

者によって任命される。

この陪審団の手順規則は別の文書により定

められており、この手順規則には、陪審団の

みが手順規則を変更することができると定め

られている。特徴的な点は、評価機関である

RALにオブザーバーとして陪審団会合に出席

する権利を認めている点である。

ブルーエンジェル・スキームで独占的な製

品評価権を与えられているRALは別の立場を

与えられており、RALについては別の規則が

適用される。非営利組織として設立された

RALは内部規則を定めている。RALは、産

業品質協会の代表者100人以上で構成される

理事会によって管理されている。理事会会合

は年に1回のみで、理事会には特に決まった

運営上の役割はない。

スキームの日々の運営を別として、RALの

運営手順の中で最も重要な部分はおそらく専

門家審理と呼ばれるものであろう。専門家審

理はラベル付与についての新しい基準が発表

された時に開かれる。RALは基準の定義につ

いては何の権利ももたない（この部分につい

ての責任は上記の環境陪審団が負う）が、ど

のように基準を適用するべきか、またどのテ

スト要件を求めるかを決定する。

専門家審理の大原則は、基準の定義に適用

されている大原則を手本としている。産業界

および消費者団体との協議は行われなければ

ならない。このため、評価の基盤ではなく協

議プロセスが細かく定義されている。例えば、

協議プロセスの結果、特定の機能について第

三者のテスト認定を使用するか却下するかに

ついての勧告を出すことができる。また、特

定のテスト機関を強制することもしないこと
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もできる。このような問題について厳密な規

則はない。唯一絶対的な規則は、事前に規定

された形式で協議を行わなくてはならないと

いうものである。

ブルーエンジェル・スキームでは、外部の

規格を全面的に認定することはしていない。

各分野には独自の基準がある。コンピュータ

機器についての基準には、国際規格とその他

の規格が混在しており、視覚人間工学（EN-

ISO 29241-3）、GS承認（オフィス機器に関す

るZH1-618）、MPRII 低放射、エネルギー消費、

電気および火災安全、（EN 60950/IEC950）、

EU指令に基づく電磁両立性（EMC）などが

含まれている。基準、基準の原点、承認方法

は分野毎に大きく異なっている。

c）資金調達

ブルーエンジェルは費用を２つの部分に分

けている。１つは分野の選別、基準の策定お

よびスキーム全体の監督であり、これについ

てはドイツの政府機関が全面的に資金を負担

している。２つ目は、評価手順の策定、評価

プロセス、ライセンス発行および監視で、こ

れはライセンス収入により自給的に賄われて

いる。

RALは、その活動の経済的自立を証明する

ために別の内部勘定を作成しているが、その

内容は公表されていない。手数料によって

約25人分の人件費が賄われていると推定さ

れる。

手数料としては、１回だけ支払う費用とし

て約150ユーロ、および１製品モデルにつき

最高2,200ユーロの売上高に応じた額を年間

ベースで徴収している。義務的な第三者テス

トの費用は全て申請者の負担となっている。

ブルーエンジェル・スキームの運営費は非

常に大雑把な推定では、500万ユーロから

1,000万ユーロとみられる。この範囲は、ラ

イセンス数、中間的な手数料、RALの活動費、

ドイツ連邦環境庁からの限られた資金援助を

考慮して出した概算である。

（3）ノルディック・スワン

http://www.svanen.nu（スカンジナビア

諸国で最大のスキーム運営機関であるスウェ

ーデンの運営機関のウェブサイト）

http://www.norden.org（ロゴおよびスキー

ムの最終管理権限を有する北欧理事会のウェ

ブサイト）

ノルディック・スワン・スキームは、スカ

ンジナビアの５ヵ国（スウェーデン、ノルウ

ェー、デンマーク、フィンランドおよびアイ

スランド）の政府間フォーラムである北欧

（閣僚）理事会の決定により89年に設立され

た。このスカンジナビア５ヵ国は旧ソビエ

ト連邦であるバルト海諸国とも連携関係を

持つ。

1950年代に設立されたこの理事会は基本的

に共通関心分野における政府議会間の協力の

場である。環境問題は共通関心分野の１つで

あり、閣僚理事会は年次会合に加えて、現行

で年間約4,000万ユーロの予算を環境問題に

割り当てている。理事会はコペンハーゲンに

事務局を置き、政府間条約に基づき設立され

ている。

ノルディック・スワンのロゴは、ノルディ

ック･スワンを所有している北欧理事会のロ

ゴに若干の変更を加えたものである。

a）範囲、規模および対象分野

EUのエコ・ラベルやブルーエンジェルと

同様にノルディック・スワンは約60分野を対

象としている。対象分野としては、繊維、製

品（梱包製品、印刷紙、ティッシュペーパー、

おむつ）、電気製品（コピー機、プリンタお
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よびFAX機、冷蔵庫、洗濯機、食器洗い機）、

IT製品、建設資材、化学薬品なども含まれて

いる。

このスキームは全面的にスカンジナビア諸

国で提供・運営されており、スカンジナビア

諸国で販売されていない製品の登録はない。

１つの製品についての定義、すなわち１製

品における複数のモデルは１つの製品なの

か、それとも複数の製品なのかについては定

かではないが、現在3,000から１万点の製品

で使用されていると推定される。

このスキームが市場で本格的に認識された

のは1990年代中頃である。例えば、このスキ

ームの最強拠点であるスウェーデンにある事

務局の職員数は95年には５人だったが2002年

には35人へと増加した。93年にはゼロであっ

たスキームへの登録企業数が2002年までに

600に増えた事実もまたこの成長を示してい

る。しかし、最近になって、特に紙製品など

について、大手サプライヤー数社は、環境上

の信用度を示すより効果的な方法として別の

EMSコンセプト（特にISO14000認証）を採

用し、ノルディック・スワンの採用を停止し

た。スキーム全体の最近の成長は主として印

刷および出版に依拠している。ノルディッ

ク・スワンの運営機関は、再成長のためにサ

ービス分野などの新たな分野を加えることを

計画している。

b）法的基盤とガバナンス

ノルディック・スワンのガバナンスはブル

ーエンジェルに比べて複雑である。これは主

にノルディック・スワンが超国家的な存在で

あることによる。環境保全と利害の均衡とい

う点で、ノルディック・スワンはブルーエン

ジェルと同じ目標を掲げているが、ノルディ

ック・スワンの場合各国の利益を反映させる

ために更にもう一層の調整が必要とされて

いる。

ガバナンスの出発点は前述のとおり、ロゴ

の最終使用権を管理する権限を握る北欧理事

会である。北欧理事会は様々な欧州の手順、

制定法および協力条約の下で運営されている

が、これらの文書の英訳は入手することがで

きない。北欧理事会はあらゆる意味でノルデ

ィック･スワンの最終管理権を握っている。

しかし実質的には、北欧理事会の運営責任

は全てNGO機関に委譲されている。ノルデ

ィック・スワン・スキームの運営は、ブルー

エンジェルのような政府事務局は存在せず、

形式的には政府からの直接的な関与からは独

立している。

業務は、超国家次元と国家次元で遂行さ

れる。

・超国家次元での調整

この超国家機関は、1989年に北欧理事会

の日常の関与を受けずにスキームを監督運

営する北欧・エコラベリング理事会という

名称の独立機関を設立した。北欧・エコラ

ベリング理事会は、スキームの対象分野と

適用基準の決定責任を負い、規則と呼ばれ

る内部手順規則を定めている。エコラベリ

ング理事会の決定は全会一致で採択される

と報告されている。

・国家次元での業務運営

北欧・エコラベリング理事会は日々の業

務責任をメンバー諸国の代表機関に委譲し

ているが、これらの代表機関のなかには政

府機関もある。

以下は、最大のスキーム採用国でありユー

ザーであるスウェーデンの国家代表機関の運

営を検討したものである。組織体制において

重要な点は、利害の均衡を達成するための一

貫した試みがみられる点である。

・スウェーデン政府が、SISエコラベリ

ングと称する地域代表機関の議決権の

10%を保有し、残りの議決権は政府の関

与を受けているスウェーデンの標準化委

員会によって保有されている。SISエコ

ラベリングは申請の評価と執行を含むス

JETRO ユーロトレンド　2003.912

1



キームの運営を全面的に担当している。

・SISエコラベリングの意思決定機関は

更に２つの機関の管理に服している。

－国家エコラベリング委員会は新しい

提案に対する協議の場として機能す

る。６人のエコラベリング委員会の役

員は、スウェーデン環境保護理事会か

ら１人、スウェーデン政府から直接派

遣されている職員２人、フレンズ・オ

ブ・アース（NGO）から１人、スウ

ェーデン流通業連盟から１人、スウェ

ーデン標準化機関からの１人で構成さ

れている。

－基準を担当しているスウェーデン・

エコラベル協会には９人の理事（ディ

レクター）がおり、これら９人の役員

はそれぞれ世界野生保護基金、スウェ

ーデン流通業連盟、スウェーデン工業

連盟、国立化学薬品検査委員会、フレ

ンズ・オブ・ザ・アース、スウェーデ

ン自治体協会、環境保護委員会、スウ

ェーデン消費者庁およびスウェーデン

消費者理事会を代表している。

ブルーエンジェルと同様に、このようなガ

バナンスのレベルで適切に利害の均衡がはか

れるのであれば、更に普遍的な大原則は必要

ない、と想定されているようである。例えば、

第三者によるテストを利用するか否かについ

ての標準的要求は存在しない。決定は各分野

のスキームにおける基準を背景に個別に行わ

れている。

c）資金調達

ブルーエンジェルと異なり、ノルディッ

ク・スワンでは、製品の選別、基準設定、申

請の評価、コミュニケーションの機能は全て

１つの組織体制とシステムで遂行している。

スキームの最大の運営国であるスウェーデン

では、35人いる職員の人件費の５％が政府か

らの直接助成金で賄われている点を除けば、

経済的自立が保たれている。超国家的な次元

では、ロゴを所有しスキーム全体の最終管理

権限を持つ北欧理事会がスカンジナビア地域

での様々な環境協力プログラムを支援する予

算を僅かに持っているが、予算の一部がノル

ディック・スワンに充てられているか否かを

確認することはできなかった。

ノルディック・スワンでは現在政府からの

資金援助を総費用の５%程度受けていること

を除けばほぼ経済的に自立している。作業部

会メンバーの無料奉仕から大きな恩恵を受け

続けてはいるものの、直接費用のほとんどは

手数料で賄っているようである。

ノルディック・スワンは普及率が高いこと

もあり、今回の対象スキームの中では、最も

高い手数料を課している。手数料は、１回だ

け支払う申請手数料として約1,500ユーロ、

および年間ライセンス料として１生産拠点に

つき（１つの生産拠点には複数の製品が含ま

れることもある）最低額を1,000ユーロ、最

高額を３万ユーロとした売上高の0.4%であ

る。これにはノルディック・スワン事務局に

よる（スカンジナビア内での）管理訪問費が

含まれるが、義務的テストにかかる費用は全

て申請者の負担となっている。

（4）TCOスキーム

www.tco.se または www.tco.se/eng/index.htm

TCOは120万人の労働者を代表するスウェ

ーデン事務労働者組合連合である。TCOス

キームは、今回対象となった他のスキームと

は異なり、様々な意味でユニークである。

主製品であるコンピュータ・モニタ（CRT

とフラットモニタの両方を含む）のラベルの

市場普及率であるが、TCOは、両方のカテ
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ゴリーで世界の製品の50%が上記に示す

TCO99のラベルを表示していると推定して

いる。これは、他のどのスキームの普及率を

も遥かに超えている。TCOは非常に限られ

た分野において基準を設定し、世界にこれを

クリアすることを奨励することにより成功を

収めた。

エコラベリングにおけるTCOの主な関心

点は、オフィス機器にある。これを背景とし

て、TCOは80年代にコンピュータのモニタ

からの放射物を計測する技術を開発した。こ

れは、世界中で関心のある問題で、TCOは

様々な環境基準と組み合わせた技術の完成に

６年を費やし、92年にスキームを立ち上げた。

TCOの協議戦略もまた同様にユニークであ

る。複雑な規則に基づいて委員会を設置して

おり、また、様々なカテゴリーの機関からの

代表者を求める代わりに、TCOはインター

ネットを活用している。TCOは提案を公開

し、効果的な情報プログラムを利用すること

により、決定が下される前に意見を求める仕

組みをとっている。

a）範囲、規模および対象分野

TCOはエコラベリングにおいて、その関

心領域をオフィス機器に限定している。CRT

コンピュータ･モニタから始まって、最近に

なってフラット･モニタが追加された。対象

製品の大多数は依然としてコンピュータ・モ

ニタである。また、その他のIT製品も追加さ

れ、最近パソコン用として初のTCO99ラベ

ルが発行された。TCOはまた、キーボード、

プリンタおよびコピー機も対象としている。

現在TCOは、携帯電話用に新しいマーク

（本セクションの冒頭右側に表示）の導入に

向けた作業を行っているが、携帯電話の登録

はまだ行われていない。

TCOラベルをエコ・ラベルとして分類す

ることは正当であるが、TCOは他のスキー

ムとは全く異なった点に注目している。

TCOは外部環境（生態学的環境）よりも職

場環境に焦点をあてていることである。視覚

的人間工学、電磁波放出、安全性および騒音

などの問題を対象としているが、省エネや生

態学的検証といったその他の問題もとりあげ

ている。

TCOはまた成長の面でも大きく異なって

いる。４つのスキームの中で90年代に国際的

に大きく成長したスキームはTCOのみであ

る。コンピュータ・モニタのTCOスキーム

が広い意味での環境へのインパクトを考える

ものであるにもかかわらず、特に広く公共の

関心を惹きつける１つの点－人体への（電磁

波の）放出－に焦点を絞ったことがその理由

と考えられる。TCOは順調に市場での普及

率を伸ばし、現在のライセンス数は1,500程

度である。

b）法的基盤とガバナンス

TCOは外部からの法的または手続的な制

約を受けずに独自の決定を行い、一般からの

認知を確保するために基準の完全な透明化を

図っている。

TCOのエコラベリング・スキームは、ス

ウェーデン専門職員連盟の一部であるTCO

ディベロップメントが保有、運営している。

TCOディベロップメントの管理委員会は４

人で構成されている。１人はTCO中央事務

局が任命し、残りの３人はTCO連合のメン

バーから選出される。また、管理委員会には

専門的アドバイザーがいる。

TCOは、政府またはその他の機関の承認

を受けるが、これらの機関と協議を行う義務

を負わない。しかし、法的根拠はないとはい

え、実際には様々なグループとの広い協力体

制が敷かれてきた。例えば、

・1980年代後半、スウェーデン政府は無料

で調査を行うことでTCOの最初のラベ

リング・スキーム開始を支援した。政府

からの支援がなければTCOは調査費用
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を調達することはできなかったであろう。

・TCOはリファレンス・グループと呼ば

れるグループを設立、維持している。こ

のグループの中でTCOは新しい基準の

作成や既存の基準の変更について製造会

社と協議を行っている。

おそらく最も重要な点は、TCOがインタ

ーネットを開放的に利用して均衡をとってい

る点であろう。スキームに新製品を加えて特

定の評価基準を導入する場合、重大決定を下

すかなり前に英語による草案を公共のウェブ

サイトに掲載し、あらゆる人からの意見を奨

励している。

新しい基準の策定においては次の具体的協

議ステップが適用される。

・概念づくり。正式な構成は定められてい

ない。実行可能性を検討するために外部

のR&Dが含まれる場合がある。TCO事

務局が直接管理している。

・TCO管理委員会による概念の承認。

・基準草案を作成する２つのグループが設

立される。いずれの場合においても草案

は主にスウェーデン語で作成され外国人

の関与を図る体系的な試みはない。２つ

のグループの構成を定義する正式な規則

（例えば、定められた利害関係者の参加

を義務化するなど）はない。

－実際の草案を行う準備グループは、

TCO事務局が自由に選出する５、６人

の者で構成されるが、このグループの構

成についての正式な規則はない。通常は、

内部職員と外部の専門的コンサルタント

の混合グループである。唯一の一般的大

原 則 は 、 エ コ ・ ラ ベ ル に 関 す る

ISO14024要件を尊重することである。

－ユーザー･レファレンス・グループは準

備草案の見直しと懸念事項についての助

言を行う。このグループは通常15人ほど

で、労働組合の代表者の参加が圧倒的に

多い。TCOの内部職員と海外代表者が

含まれる場合もある。製造業者はこのグ

ループには参加していない。

－基準の最終草案の作成。これは英語のみ

で作成される。

－公的な協議の段階。草案はTCOのウェ

ブサイトに掲載され、関心のある者はい

かなる者であれ意見を述べることができ

る。さらに、草案はTCOが把握してい

る利害関係者に積極的に配布され、利害

関係者の意見が求められる。この草案配

布先の構成について正式な規則はない

が、TCOは問題となる分野の製品の主

要製造会社が全て含まれるように努めて

いる。モニタの場合、草案配布先は500

社にのぼる。協議段階は約６ヵ月間続く。

－基準の最終化と新しいマークの立ち上げ。

c）資金調達

導入初期にはスキームのパラメータ定義の

ための調査の提供を無料で受けるという形で

政府の援助を受けたが、今日TCOは政府か

らの援助を一切受けておらず、その他の資金

源は全て様々な作業グループや理事会のメン

バーによる無料奉仕の形で賄われている。１

つの組織単位（TCOディベロップメント）

の中で、13人の職員が対象分野の選別、基準

の策定、テスト手順の定義、申請の評価、コ

ミュニケーション、ラベル使用に関するライ

センス付与の手続全体のモニタリングを行っ

ている。この13人と外部のテクニカル・コン

サルタントの人件費やスキームの乱用防止の

ために市場調査の一環として行われるテスト

費用は全てスキームからの収入で賄わなけれ

ばならない。スキームの総収入は年間350万

ユーロから450万ユーロと推定される。

TCOディベロップメントは外部からの資

金援助を全く受けておらず、全ての費用は次

の手数料によって賄われている。

・特定のモデルのライセンスに関して１回

だけ払う「設定料」は8,000ユーロと推
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定され、TCO認可の第三者認定機関の

費用とTCOの設定費用に50%ずつ分けら

れる。

・年間ライセンス料は5,000スウェーデ

ン・クローナ（以下Skr、約500ユーロ）

・年間ライセンス料が低いため、事務局に

とって回収は煩雑であり、コンピュー

タ・モニタの取替えまでの典型的な寿命

が２年を超えることはないので、TCO

は年間ライセンス料を廃止して、その代

わりに製品寿命の間有効な１回だけの

ライセンス料に変更することを検討し

ている。

このデータから認定によるTCOの合計年

間収入を推定すると、（1,500×500ユーロ－

現在有効なライセンス数合計）+（700×

4,000ユーロ－2001年の１回払い設定料）を

算出すると合計355万ユーロとなり、そこか

ら12人の職員、関連事務費用、約15万ユーロ

と想定される調査費（外注調査費）および市

場監督活動費が賄われる。

４．一般公衆の認知度およびインパ
クト

登録数を別にすれば、エコラベリングのス

キームに対する外部社会（一般公衆または企

業）の認知度を示す唯一の証拠はスカンジナ

ビア諸国に求めることができる。

スウェーデンでは、２年に１回スウェーデ

ンの全人口をカバーできるように伝統的統計

手法を用いて2,000人を対象にノルディッ

ク・スワンに対する一般の認知度に関する意

識調査を正式に行っている。ノルディック・

スワンへの一般の認知が確立されたのは90年

代初めである。96年には95%の人がマークを

見たことがあると答え、90%の人がそのマー

クが環境保護を示すものであることを知って

いた。その後98年および2000年に行われた調

査でも同じ結果が報告されている。次の調査

は今年後半に実施される予定である。

消費者や環境を擁護する様々なNGO がエ

コラベリングへの支持を公にしているが、

一般公衆からのより広い認知を示す証拠は

ない。

この印象を確かめるものとして、次の点が

確認された。

・ドイツではブルーエンジェルの認知度に

関する体系的なアンケート調査は認知度

が70%だった90年初頭以降行われていな

い（当時、エコ・ラベルはスウェーデン

よりもドイツで高い認知度を誇っていた

ことはほぼ確かである）。

・2002年になって欧州消費者組織の連盟が

初めて汎欧州レベルでエコ・ラベルに関

する調査を実施しており、2003年末には

その結果が出るものと期待されている。

この調査では次の３つの質問を行ってい

る。①買い物をする時、環境に優しい製

品を選ぶか、②EUのエコ・ラベル（ま

たはEUフラワー）を知っているか、③

エコ・ラベル製品がどこで売られている

かを知っているか。質問が初歩的な内容

であることはから、欧州の消費者はエ

コ・ラベルに関する初歩的な知識を持っ

ていないものと考えられる。

・EUの３大経済国であるドイツ、フラン

スおよびイギリスの主要工業連盟に対

し、加盟組織に対してエコ・ラベルに関

するアンケート調査を行ったことがある

か否か、他の組織がこれに関して行った

アンケート調査について知っているか否

か、国内企業に対してエコラベリングに

関する意見や指針を出したことがあるか

否かを尋ねたところ、いずれも３つの質

問に対する答えは「否」だった。

しかし、エコラベリングのインパクトを示

すデータが全て消極的という訳ではない。エ

コラベリング・スキームや環境管理システム

の参加企業のウェブサイトを検討したとこ

ろ、より前向きな結果が得られた。これは、
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企業がエコラベリングをウェブサイトという

媒体でかなりのスペースを割いて一般公衆に

アピールする必要があるほど重要な問題と認

識しているかどうかを判断することを目的と

したものである。

その結果、エコラベル・ライセンス保有企

業の中には、ライセンス保有の事実について

ウェブサイトで全く触れていない企業もあっ

た。逆に声高にライセンス保有を唱えている

企業もあり、企業間に扱い方の大きな幅が認

められた。後者の良い例はドイツの大手日本

企業、キヤノンの在独法人（www.canon.de）

である。同社は同社のウェブページの高位部

分を環境問題に割り当てており、主要事項と

してエコ・ラベルにも触れている。

環境問題の重要性を認識している企業につ

いては、エコ・ラベルに潜在的価値があると

の考え方は強まりつつあるが、この考え方が

広く普及していることを示す証拠は何もな

い。また、この考え方が広まりエコラベリン

グが欧州市場を通じて大きな力を得るように

なるか否かを判断するのは時期尚早である。

一方、EUの中心的スキームは何故もっと

大きなインパクトを与えることができなかっ

たのかという理由としては、この種の環境問

題の優先度について欧州レベルでのコンセン

サスがまだ形成されていないことが挙げられ

る。EUは（京都議定書や排水に関する環境

規制などの）環境プログラムについて政府レ

ベルでコンセンサスを達成することができる

ものの、消費者レベルでの環境問題への意識

は国によって大きな差がある。また、EU内

には原子力発電所を幅広く認めている国があ

る一方で、これを激しく拒否している国もあ

る。このような違いがエコラベリング･スキ

ームの欧州レベルの急速展開を不可能にして

いることをEU当局が公に認めたことは一度

もないが、非公式な議論ではこの困難は認識

されている。EU当局は、環境問題の優先度

についての見解が各国間で大きくかけ離れて

いるため、妥協が必要とされるが、妥協の結

果導き出される最終結果は、どの国の消費者

にも受け入れられないような内容となるとい

う事実を認めている。

EUメンバー国内で地域的なコンセンサス

を形成しようとする試みがより成功を収めて

いるように、同じ言語を共有し、同じ圧力を

受けている小さく柔軟な集団ならば、環境基

準についてもより簡単に合意を形成すること

ができるだろう。スカンジナビア諸国（ノル

ディック・スワン）の場合は、EU同様に複

数の国を対象としているものの、長い親密な

協力関係の歴史を有している。

TCOの場合は、狭い分野（コンピュー

タ・モニタ）に対する国際的な懸念が国際的

なラベリング・プログラムという形で具現化

されたものと言える。すなわち、特定の分野

に絞ったグローバルなプログラムの方が、複

数分野を対象としてEUのように多様な地域

で行うプログラムより前進しやすい。言い換

えれば、EUのプログラムの失敗は、共通の

社会目標の下で１つにまとめられるほど狭い

地域を対象としておらず、かといってテレビ

画面の健康への悪影響など増加傾向にある特

定な分野でのグローバルな問題に取り組むほ

ど広い地域を対象としていないということで

あろう。

５．エコ・ラベルと国際規格との関係

（1）ISO14000シリーズの整合性

以上のエコ・ラベル制度は、全て第三者認

証制度であり、ISOのタイプⅠ　環境ラベル

表示制度に該当する。従って、EUエコ･ラベ

ル及びノルディック・スワンにおいては、

ISO14024について明確に言及し、適合性を

確保している。

一方、他の制度においては、ISO14024へ

の明確な言及はない状況である。しかしなが

ら、ブルーエンジェルについては、ヒアリン

グ調査を行ったところ、90%整合性が取られ
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ているとの結果であった。

ISO14024への適合は強制的なものではな

く、各ラベル制度はそれを遵守する義務を

有さないが、それぞれの制度とのバランス

を取りつつ、適合するべく対応が取られつ

つある。

（2）個別要求事項と規格との関係

ISO14024は、エコ・ラベル制度の全般的

な基準として制定されているものであるが、

個々のエコ・ラベル制度には、個別製品毎の

クライテリア（認定のための基準）が別途制

定されている。例えば、ラベル表示が認めら

れるティッシュペーパーには何％以上のリサ

イクルパルプが使用されるべきといった技術

的要求事項である。

これらの要求事項と、国際規格、国家規格

との間には、明示的な関係は存在しないのが

一般的であるようである。それぞれの制度の

機関は、全くのフリーハンドを確保する傾向

にある。

一方で、これら要求事項は、①エネルギー

消費量などの測定方法と、②エネルギー消費

量いくら以下の製品にラベル表示を認めると

いったしきい値の二つの基準から構成される

が、①の測定方法に関しては、一般的に国際

規格や国家規格などの外部の規格をそのまま

導入することが多いようである。

例えば、TCOの要求事項は、ISO、IEC、

ＥＮ規格と整合性が取られている。

また、ブルーエンジェルにおいては、コンピ

ュータ製品の要求事項は、視認性については

EN-ISO 29241-3、電気安全に関しては

IEC60950、EMCはＥＵ指令、その他はGSの

基準をミックスして使用している。

（3）適合性評価制度の整合性

また、適合性評価のシステムに関しては、

ISO14024上、ISO/IEC17025、ガイド65及び

ガイド22を活用することを推奨しているが、

現時点では、ラベル機関毎に独自の制度の構

築しているようである。

（4）要求事項の整合化の動き

ISO14024のような一般的なラベルに関す

る規格の制定を超えて、個別製品の要求事項

の国際的な整合化を図ろうとする動きが起こ

りつつある。

① GEN（グローバル・エコラベリング・ネ

ットワーク）の動き

2001年10月に、スウェーデンメンバーの

主導により、GEN（Global Eco-labeling

Network http://www.gen.gr.jp/）からパ

ソコンのエコ・ラベルのためのクライテリ

ア（認定のための基準）がウェブ上で公開

された。この文面には、標準や国際標準と

いった文言は使用されていないが、その内

容から標準と呼んでも差し支えないもので

ある。

この提案の中には、世界で最も良い事例

を調査し、各制度が、それぞれの状況やロ

ーカルな実状を勘案して、選択するという

制度が含まれている。例えば、エネルギー

消費量については、EUエコ･ラベルをター

ゲットとするなどである。

しかしながら、この試みはまだ始まった

ばかりで、詳細は、今後のアプローチ次第

である。

②　UN/ECE（国連・欧州経済委員会）の動き

GENの活動とは別に、UN/ECEが環境ク

ライテリアのための国際規格開発の可能性に

ついて議論を開始している。しかしながら、

塗料とコーティング剤の分野のみである。し

かも、まだ、事前の議論が開始されたのみで

あるようである。

６．環境監査（Eco-auditing）

（1）定義

環境監査とは、特定の事業所、工場、組織

が環境マネージメントの要求に従って、運営
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されているかどうかを審査するものである。

その対象は、個別製品の製造工程のみならず、

事業所としてのエネルギー消費や廃棄製品の

段階に至るまでが含まれうる。

欧州では、主要な公的制度であるEMAS

（Environmental Management and Audit

System 環境管理･監査システム）が存在し、

独自のロゴを有している。このロゴは、エ

コ・ラベルと異なり、製品自体の環境特性を

示しているのものではないため、製品には表

示することは出来ないが、レターヘッドや、

会社の施設などに表示することで会社自体の

宣伝に用いることが出来る。

（2）EMAS（環境管理監査制度）の概要

①　93年設立。

② 事業所、工場、組織など欧州内のあらゆ

る分野における活動が対象。基本的に

ISO14001をベースとしたEMS（Environ-

mental Management Systems）への適合性

を監査により確認するもの。

③ EU委員会の環境総局が、各国の管理組

織のサポートを得て運営。

④　約3,750の組織が認証を取得。

（3）EMASの動向

設立が93年とEUエコ・ラベル制度よりも

遅れて開始されたにもかかわらず、認証取得

数が約3,800弱と、EUエコ・ラベルを遙かに

凌駕し、最も成功しているエコ・ラベル制度

と同じぐらいの普及を見せている。

しかしながら、欧州全体で広まってきてい

ると判断するにはまだ時期尚早である。しか

も、その67%がドイツに集中しており、残り

のうち20%が３ヵ国（オーストリア、スウェ

ーデン、デンマーク）に集中しているなど、

地域的なアンバランスが目立つ。ドイツ環境

省に確認したところ、ドイツ企業の環境への

問題意識が高いためというのが答えであった。

EMASとは、エコラベルとは異なり、そも

そも、最低限の環境要求へ適合することを表

明し、間接的ながら、環境規制当局から認定

されるために始まったものである。言い換え

れば、EMS認定により、同時に、他の環境

規制法規によるコストを低減する効果を有す

る。EMASは全く任意の制度であるが、特に、

最近、EU各国の規制当局が、EMASを法規

制への遵守の審査手段として用いる傾向がで

てきているようである。北欧のパルプ企業が、

ノルディック・スワンからEMASにスイッチ

しようとしているのもこのような背景と関係

があるように思われる。すなわち、規制との

関係でコスト低減になるというメリットがか

なり大きな要因になっているようである。

（4）規格との関係

EMASは当然ながら、ISO14001と極めて

近い制度となっている。ただし、ISO14001

よりもチェック対象項目がより細かく規定さ

れており、３年毎の監査が義務付けられるな

ど、ISO14001よりも厳格な運用となってい

るのが特徴である。

また、適合性評価制度に関しても、基本的

にISO/IECガイドと整合性が取られている。
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